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運用報告書(全体版) 

５年満期型 円建て社債ファンド
2011-06 

 
愛称：フルリール 

 
  

 
第７期（決算日：2014年12月25日） 

 

  

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。 
 
商 品 分 類 単位型投信／国内／債券 

信 託 期 間 と 
クローズド期間 

2016年６月27日まで（2011年６月16日設定） 
解約請求受付日（毎年３月、６月、９月、12月の各15
日。ただし、当該日が休業日または別に定める日に該
当するときは、当該日の翌営業日とします。）に限り
解約可能。解約請求受付日に解約を行う場合、解約請
求期間（当該解約請求受付日の６営業日前から当該解
約請求受付日まで）に申し出るものとします。 

運 用 方 針 

円建ての社債を主要投資対象とし、主として利子収益
の確保をめざします。投資にあたっては、取得時にお
いてＡ－格相当以上の格付けを有する発行体が発行す
る残存年数約５年の複数の銘柄に投資します。原則と
して、組入債券は償還されるまで保有するものとし、
銘柄入替えは行いません。ただし、組入債券の発行体
の信用状況が著しく悪化した場合、または債務不履行
となった場合等には、委託会社の判断で組入債券をす
べて売却することがあり、その場合には信託契約を解
約し、信託を終了させます。なお、債券の売却から信
託の終了までの期間はコール・ローン等の短期金融商
品や短期公社債のほか、短期資産マザーファンド受益
証券への投資等により、安定運用を行います。原則と
して、満期償還時の元本確保をめざします。ただし、
投資対象債券の発行体の状況等によっては、満期償還
時の元本を確保できない場合があります。 

主 要 運 用 対 象 円建ての社債を主要投資対象とします。 

主 な 組 入 制 限 外貨建資産への投資は行いません。 

分 配 方 針 

元本超過額または経費等控除後の利子等収益のいずれ
か多い額を分配対象額とし、分配金額は、基準価額水
準、市況動向、運用状況等を勘案して委託会社が決定
します。原則として一定額（年間合計約50円～約108
円）の収益分配（１万口当たり、税引前）をめざしま
す。ただし、分配対象収益が少額の場合には分配を行
わないことがあります。 

※当ファンドは、課税上、株式投資信託として取り扱われます。 

 

270295 

本資料の記載内容に関するお問い合わせ先 
営業企画推進部 
お客様専用フリーダイヤル

TEL.0120-151034
(9:00～17:00､土･日･祝日･12月31日～１月３日を除く)

お客様のお取引内容につきましては、お取り扱いの販売会社にお尋ねください。

 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

URL:http://www.am.mufg.jp/ 

受益者のみなさまへ 
 

 平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。 

 さて、お手持ちの「５年満期型 円建て社債ファンド

2011-06（愛称：フルリール）」は、去る12月25日に第

７期の決算を行いました。ここに謹んで運用状況をご報

告申し上げます。 

 今後とも引き続きお引き立て賜りますようお願い申し

上げます。 
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本資料の表記にあたって  

・原則として、各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しておりますので、表中の個々の数字の
合計が合計欄の値とは一致しないことがあります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。

・－印は組入れまたは売買がないことを示しています。 

 

○設定以来の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 

受 益 者
利 回 り

債   券 
組 入 比 率 

債   券 
先 物 比 率 

元 本
残 存 率(分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中
騰 落 額

期 中
騰 落 率

(設定日) 円 円 円 ％ ％ ％ ％ ％

2011年６月16日 10,000 － － － － － － 100.0

１期（2011年12月26日） 9,565 38 △397 △ 4.0 △ 7.5 99.6 － 99.3

２期（2012年６月25日） 9,189 38 △338 △ 3.5 △ 7.2 99.4 － 98.5

３期（2012年12月25日） 9,949 38 798 8.7 0.4 99.5 － 97.8

４期（2013年６月25日） 9,812 38 △ 99 △ 1.0 △ 0.2 99.4 － 96.6

５期（2013年12月25日） 10,124 38 350 3.6 1.2 98.7 － 91.2

６期（2014年６月25日） 10,169 38 83 0.8 1.3 98.4 － 89.7

７期(2014年12月25日) 10,152 38 21 0.2 1.2 99.0 － 87.4
 
（注）設定日の基準価額は、設定時の価額です。 
（注）基準価額の騰落額および騰落率は分配金込み。 
（注）当ファンドの募集手数料は販売会社がそれぞれ定めるため、受益者利回りは元本１万円に対して計算しております。 
（注）円建ての社債を主要投資対象とし、主として利子収益の確保をめざしますが、特定の指数を上回るまたは連動をめざした運用を行っ

ていないため、また、値動きを表す適切な指数が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。 
（注）「債券先物比率」は買建比率－売建比率。 

 

○当期中の基準価額等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 債   券 

組 入 比 率 
債   券
先 物 比 率 騰 落 率

(期  首) 円 ％ ％ ％

2014年６月25日 10,169 － 98.4 －

６月末 10,168 △0.0 98.3 －

７月末 10,164 △0.0 98.4 －

８月末 10,177 0.1 98.3 －

９月末 10,185 0.2 98.1 －

10月末 10,190 0.2 98.0 －

11月末 10,196 0.3 97.9 －

(期  末)  

2014年12月25日 10,190 0.2 99.0 －
 
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。 
（注）「債券先物比率」は買建比率－売建比率。 
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○１万口当たりの費用明細 (2014年６月26日～2014年12月25日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率

 
 

円 ％  

（a） 信 託 報 酬 20  0.197 (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） (11)  (0.106) ファンドの運用・調査、受託会社への運用指図、基準価額の算出、目論見書等
の作成等の対価 

 （ 販 売 会 社 ） ( 8)  (0.080) 分配金・償還金・換金代金支払等の事務手続き、交付運用報告書等の送付､購
入後の説明・情報提供等の対価 

 （ 受 託 会 社 ） ( 1)  (0.011) 投資信託財産の保管・管理､運用指図の実行等の対価 

（b） そ の 他 費 用 1   0.007  (b)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 保 管 費 用 ） ( 1)  (0.005) 外国での資産の保管等に要する費用 

 （ 監 査 費 用 ） ( 0)  (0.001) ファンドの決算時等に監査法人から監査を受けるための費用 

 合 計 21   0.204   

期中の平均基準価額は、10,180円です。  

 
（注）各期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果

です。 
（注）消費税は報告日の税率を採用しています。 
（注）各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
（注）各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を各期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごと

に小数第３位未満は四捨五入してあります。 

 

○売買及び取引の状況 (2014年６月26日～2014年12月25日) 

 

 

 買 付 額 売 付 額 

国 
内 

 千円 千円 
社債券 － 101,750 

 
（注）金額は受渡代金。（経過利子分は含まれておりません。） 

（注）社債券には新株予約権付社債（転換社債）は含まれておりません。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2014年６月26日～2014年12月25日) 

 

 該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 
  

公社債 
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○組入資産の明細 (2014年12月25日現在) 

 

(Ａ)国内(邦貨建)公社債 種類別開示 

区 分 

当 期 末 

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率
うちＢＢ格以下
組 入 比 率

残存期間別組入比率 

５年以上 ２年以上 ２年未満

 千円 千円 ％ ％ ％ ％  ％ 

普通社債券 
5,170,000 5,234,043 99.0 － － －  99.0 

(5,170,000) (5,234,043) (99.0) (－) (－) (－) (99.0)

合 計 
5,170,000 5,234,043 99.0 － － －  99.0 

(5,170,000) (5,234,043) (99.0) (－) (－) (－) (99.0)
 
（注）( )内は非上場債で内書き。 
（注）組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。 
（注）評価については金融商品取引業者、価格情報会社等よりデータを入手しています。 

 

(Ｂ)国内(邦貨建)公社債 銘柄別開示 
 

銘 柄 
当 期 末 

利 率 額 面 金 額 評  価  額 償 還 年 月 日

普通社債券 ％ 千円 千円  
ＡＢＮ ＡＭＲＯ ＢＡＮＫ Ｎ．Ｖ． 1.296 2,580,000 2,615,320 2016/６/21 
ＩＮＧ ＢＡＮＫ Ｎ．Ｖ． 1.171 2,590,000 2,618,723 2016/６/21 

小 計 5,170,000 5,234,043  

合 計 5,170,000 5,234,043  
 
 

 

○投資信託財産の構成 (2014年12月25日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％

公社債 5,234,043 98.4

コール・ローン等、その他 83,694 1.6

投資信託財産総額 5,317,737 100.0
 
 

 

 

国内公社債 
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○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2014年12月25日現在) 

項 目 当 期 末 

  円

(A) 資産 5,317,737,336  

 コール・ローン等 82,367,752  

 公社債(評価額) 5,234,043,300  

 未収利息 698,913  

 その他未収収益 627,371  

(B) 負債 30,300,074  

 未払収益分配金 19,791,227  

 未払信託報酬 10,434,477  

 その他未払費用 74,370  

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 5,287,437,262  

 元本 5,208,217,729  

 次期繰越損益金 79,219,533  

(D) 受益権総口数 5,208,217,729口

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,152円
 
＜注記事項＞ 
①設定年月日  2011年６月16日 
 設定元本額 5,953,902,768円 
 期首元本額 5,345,993,156円 
 元本残存率      87.4％ 

○損益の状況 (2014年６月26日～2014年12月25日) 

項 目 当 期 

  円

(A) 配当等収益 32,837,559  

 受取利息 32,210,188  

 その他収益金 627,371  

(B) 有価証券売買損益 1,750,000  

 売買益 1,750,000  

(C) 有価証券評価差損益 △13,379,200  

(D) 信託報酬等 △10,953,932  

(E) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ) 10,254,427  

(F) 前期繰越損益金 90,583,566  

(G) 解約差損益金 △ 1,827,233  

(H) 計(Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 99,010,760  

(I) 収益分配金 △19,791,227  

 次期繰越損益金(Ｈ＋Ｉ) 79,219,533  
 
（注）(D)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含め

て表示しています。 
（注）(G)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価

額を差し引いた差額分をいいます。 
 

②第７期分配金の計算過程：計算期間末における元本超過額99,010,760円と費用控除後の配当等収益21,883,627円のうち、多い金額
99,010,760円を分配対象金額として19,791,227円（１万口当たり38円）を分配金額としております。 
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○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 38円 
 
◆分配金は決算日から起算して５営業日までにお支払いを開始しております。 
◆課税上の取り扱い 
・個  人受益者が支払いを受ける収益分配金については配当所得として課税され、原則として、20.315％（所得税15％、復興特別所得税

0.315％、地方税５％）の税率で源泉徴収されます。確定申告を行い、総合課税・申告分離課税を選択することもできます。 
 
※法人受益者に対する課税は異なります。 
※課税上の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。 
※税法が改正された場合等には、上記内容が変更になることがあります。 
 
＊三菱ＵＦＪ投信では本資料のほかに当ファンドに関する情報等の開示を行っている場合があります。詳しくは、取り扱い販売会社にお問
い合わせいただくか、当社ホームページ（http://www.am.mufg.jp/）をご覧ください。 

 

[ お 知 ら せ ] 
①書面決議を行う場合の受益者数要件の撤廃を信託約款に記載し、信託約款に所要の変更を行いました。 

（2014年12月1日） 

②併合手続要件の緩和を信託約款に記載し、信託約款に所要の変更を行いました。 

（2014年12月1日） 

③買取請求の一部適用除外を信託約款に記載し、信託約款に所要の変更を行いました。 

（2014年12月1日） 

④運用報告書の二段階化について信託約款に記載し、所要の変更を行いました。 

（2014年12月1日） 

⑤デリバティブ取引等のリスク量計算を規格化し、定量的に規制する旨を信託約款に記載し、所要の変更を行いました。 

（2014年12月1日） 

⑥2014年1月1日から、2037年12月31日までの間、普通分配金並びに解約時又は償還時の差益に対し、所得税15％に2.1％の率を乗じた復興特

別所得税が付加され、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、地方税５％（法人受益者は15.315％の源泉徴収が行われます。））

の税率が適用されます。 

 

 




